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 役員を除いた雇用者数3) は，1982年の 3970万人から 2002年の 4941万人へと約 1000万人
増加している。その内訳は，正社員が，1982 年の 3301 万人から 2002年 3489 万人と約 180
万人ほど増加する一方で，パート・アルバイトの総数が，1982 年の 468 万人から 2002 年の
1054万人へと約 600万人の大幅な増加をしている。残りの増加分は派遣等の労働者である。 
 そして現状は，表から見て取れるように，正規雇用が 61.5％と多くを占めているが，非正規
雇用が 23％と全体の約 4分の 1を占めるまでになっている。 
 
                                                          
2)  24 時間営業で最も進んでいるのは，コンビニエンス・ストアである。そして，コンビニエンス・スト
アと競合関係にある小売業においては，大規模小売店舗法の改正に伴って営業時間の変更が届出制になる
ことにより，長時間営業を行う店舗が大きく増えた。 
3) この段落の数値は，「平成 14年就業構造基本調査」より。 
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表 1－1 2002年の就業者の雇用種別による現状 
   人数（万人） パーセント 
就業者数 6319 100.0% 
正規雇用 3886 61.5% 
役員 397 6.3% 
正社員 3489 55.2% 
非正規雇用 1451 23.0% 
パート 718 11.4% 
アルバイト 336 5.3% 
契約社員・嘱託 230 3.6% 
派遣労働者 43 0.7% 
その他 125 2.0% 
非雇用 973 15.4% 
自営業者 645 10.2% 
家族従業者 302 4.8% 




 このように，ここ 20 年における労働力の増加は，主にパート・アルバイトによって支えら
れてきた。この傾向は続いており，「正社員以外のものの採用を増やす，または活用を検討する」











                                                          













表 1－2 従業員の人員に関する現状 
  正社員 非正社員 
過剰である 29.0% 10.0% 
適正である 54.6% 69.6% 
不足している 11.9% 14.6% 





















                                                          
6) 「2003年版雇用の現状」P.29より。 
 7) 「人材マネジメント調査 2001 基本属性編」P.68より。 
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計 47.4% 47.6% 1.6% 3.4% 
3年後の非正社員数の見込み     
現在より増加 55.4% 40.3% 1.4% 2.9% 
現在と同じまたは減少 44.1% 52.4% 1.5% 2.0% 
3年後の非正社員の割合     
現在よりも上昇 52.3% 43.9% 1.2% 2.7% 























































































































ター層によって，その業務が支えられており，特に 20代前半の 90万人と言われるフリーター21) 
の存在が大きなものである。 
                                                          
18) 厚生労働省ホームページ掲載の「平成 16年雇用管理調査結果の概況 主な用語の定義」より。 
19) 小杉[2003]P.3。 
20) 若者の就業行動研究会[2000]。 
21) 「平成 15年版労働経済白書」P.278 第 59表より。 
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 リクルートワークスの調査22) で，フリーター層の平均的な姿を見ると，次のようなものにな
る。平均年齢は 22歳（男性 22.6歳・女性 22.8歳）であり，家族と同居（父親 66.9%・母親 74.0%・
兄弟姉妹 57.4%）している。また，生活するのに必ずしも働く必要がなく（収入がなくても生きて
いけるが自分のために必要 58.8%・世帯にとっても自分にとっても特に必要ない 3.2%），現在の就業に
は満足している（満足 18.1%・どちらかといえば満足 45.9%）。 
 仕事先は一箇所（86.2%）であり，現在の職が初職である（60.3%）。また，サービス関連（サー
ビス業 44.8%・飲食店 17.9%・卸売小売業 15.7%）で仕事をしており，内容は主に直接顧客と接す
るもの（接客給仕 18.3%・商品販売 17.7%・レジ 13%・その他サービス職 12.3%）である。一週間の平
均労働時間は 40時間程度であり，年収は約 140万円である。 
 通勤時間は 20 分程度であり，通勤の利便性（通勤に便利な職場だった 54.6%）や就業形態（働
く曜日や時間を自分の都合で選べる 39.9%・時間や曜日が自分の条件に合っている 37.8%）が選択の理由





そのうち 24 歳以下の労働者が約 320 万人である。これは他の産業より多くの若年労働者を雇
用している状況である。この中にも多くのフリーターが含まれ，労働の中心となっていること
が見て取れる。このようなフリーターで総数 200万人は決して少ない数でなく，最もフリーター









                                                          
22) 「非典型雇用労働者調査 2001 フリーター編」P.8。 
23) 「平成 14年雇用動向調査」より。 
24) 「平成 14年雇用動向調査」および「平成 15年労働経済白書」より推計。また，34歳以下のフリーター
の定義で見るならば，労働者の約 13％となる。 




表 2－1 フリーターの採用可能な年齢とフリーター経験の評価 






合計 100.0 1.7 23.2 22.8 5.3 35.4 11.6 
プラスに評価する企業 100.0 2.1 14.6 25.1 11.9 45.9 0.4 
マイナスに評価する企業 100.0 1.9 39.4 23.1 6.1 20.5 8.9 









表 2－2 フリーター経験の評価と採用時の期待・不満 
フリーターの採用においてプラスに評価する企業 フリーターの採用においてマイナスに評価する企業 
柔軟な発想，対応ができる 29.4 根気がなくいつやめるかわからない 73.1 
豊富な経験を活用できる 80.7 年齢相応の技能，知識がない 26.0 
技能，知識がある 42.0 責任感がない 55.2 
その他 9.0 組織になじみにくい 40.1 
無回答 0.1 職業に対する意識などの教育が必要 39.3 
  入社時の格付け，配置が難しい 15.9 
  人物像がつかみにくい 28.3 
  その他 3.0 









 しかし，前述したように，フリーター層は 24 歳以下で見れば，同年代の労働者の 4 分の 1
に至ろうとしている。そしてまた，企業が組織のスリム化，また新規学卒採用の厳選を行う中









表 2－3 平成 15年度の進学，もしくは就職したものの割合 
計 98.1  
男 98.0  中  学  校 
女 98.1  
計 65.6  
男 68.1  高 等 学 校 
女 63.0  
計 59.7  
男 46.4  短 期 大 学 
女 61.1  
計 66.1  
男 66.4  大     学 
女 65.6  
計 64.5  
男 69.3  大学院 修 士 課 程 


























表 2－4 出産 1年前の就業状況と現在の状況 
無職 不詳 
  






不詳 学生   
母の出産 1年前の就
業：総数 100.0% 68.4%  8.3% 54.4% 5.6% 0.2% 0.5% 
母の出産 1年前の就
業：無職 100.0% 88.4%  8.5% 72.2% 7.4% 0.3% 0.3% 
母の出産 1年前の就




100.0% 68.5% 10.2% 52.9% 5.4% 0.1% 0.1% 
母の出産 1年前の就
業：自営業・家業 100.0% 26.8%  2.8% 19.4% 4.7% NA 0.0% 
 有職  






家業    内職 その他  
母の出産 1年前の就
業：総数 31.1% 14.9% 10.1%  4.5% 1.4% 0.3%  
母の出産 1年前の就
業：無職 11.0%  1.3%  6.5%  1.5% 1.4% 0.1%  
母の出産 1年前の就




31.1%  3.5% 23.6%  2.4% 1.4% 0.0%  
母の出産 1年前の就
業：自営業・家業 72.5%  2.1%  5.2% 63.9% 0.7% 0.0%  
出所：「平成 14年度 21世紀横断出生児調査」より筆者作成。 
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 主婦パートの実態を「非典型雇用労働者調査 2001 主婦パート編」32) でみると，パート収
入においては，70％が 110 万円以内に収入を抑え，平均は 89.5 万円となっている。子供の有
無によっても異なり，いなければ 99.3万円，いれば 87.6万円が平均となる。そして，就業期










                                                          
29) 「平成 16年版パートタイマー白書」によれば，約 70％が出産・育児や結婚を期に，正社員をやめてい
る。ただし，インターネットによるアンケートのため，若干の母体層の偏りがある。 
30) 「平成 16年版パートタイマー白書」より。その内訳は，3歳未満で約 30％，3歳以上小学校入学前で
30％である。子供を預けることができるかどうか，が一つの基準となっていると考えられる。 
31) 「非典型雇用労働者調査 2001 主婦パート編」P.10より。 
32) これ以降の主婦パートの実態に関する数値はすべて，「非典型雇用労働者調査 2001 主婦パート編」よ
り。 






















3. 1 少子高齢化社会の影響 
 今後，日本の社会は少子高齢化を迎えると言われる。その中で，日本の労働人口自体も 20






                                                          
34) 「非典型雇用労働者調査 2001 主婦パート編｣によれば，30～34歳のパートタイマーのうち，約 10％
が 20年以上，すなわち働ける間は同一場所での勤務を望んでいる。この傾向は，45歳以降がもっとも顕
著であり，約半数が 60歳程度までの勤務を望んでいる。 
35) 「平成 15年版労働経済白書」P.242表 8より。 






























 進学率を見ても，1984 年の大学・短大への進学率では約 35％であったものが，現在では約
50％となっており36)，18歳人口は減少をしているが，進学者の割合は大幅に増加し，そのこと


















































































ピーター・キャペリ[2001]若山由美訳『雇用の未来』日本経済新聞社。Peter Cappelli, [1999], The New 
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リクルート ワークス研究所[2001]「非典型雇用労働者調査 2001」。 
リクルート ワークス研究所[2001]「非典型雇用労働者調査 2001 フリーター編」。 
リクルート ワークス研究所[2001]「非典型雇用労働者調査 2001 主婦パート編」。 
リクルート ワークス研究所[2003]「2003年版雇用の現状」。 
労働政策研究・研修機構[2002]「平成 13年度 能力開発基本調査報告書」。 
労働政策研究・研修機構[2003]「企業の人事戦略と労働者の集合意識に関する調査」。 
労働政策研究・研修機構[2003]「採用戦略と求める人材に関する調査」。 
若者の就業行動研究会[2000]「労働研究機構調査研究報告書No.136 フリーターの意識と実態」。 
厚生労働省ホームページ(http://www.mhlw.go.jp) 
人と仕事研究所ホームページ(http://apj.aidem.co.jp) 
文部科学省ホームページ(http://www.mext.go.jp) 
労働政策研究・研修機構ホームページ(http://www.jil.go.jp) 
リクルート ワークス研究所ホームページ(http://www.works-i.com) 
 
